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答   申  

  

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）に基づく保護開始決定処分及び各保護変更決定処分の

取消しを求める各審査請求について、審査庁から諮問があったので、次

のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件各審査請求の趣旨は、〇〇福祉事務所長（以下「処分庁」

という。）が、請求人に対し、いずれも令和３年７月２６日付け

で行った保護開始決定処分（以下「本件処分１」という。）、保

護変更決定処分（以下「本件処分２」という。）及び保護変更決

定処分（以下「本件処分３」といい、本件処分１及び本件処分２

と併せて「本件各処分」という。）について、それぞれの取消し

を求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

 請求人は、おおむね以下の理由により、本件各処分の取消しを

求めている。  

保護費と障害年金の合計金額である１５万円以上の金額が妥当

であり、保護費から障害年金を差し引いた金額では生活を営むこ

とが出来ず不当である。  

また、医療扶助について、コロナ渦で医療券が度々もらえず医

療を受けることが出来ない。  
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第４  審理員意見書の結論  

   本件各審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項

の規定を適用し、いずれも棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和４年  １月２４日  諮問  

令和４年  ２月２５日  審議（第６４回第２部会）  

令和４年  ３月２２日  審議（第６５回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

 １  法令等の定め  

⑴  保護の基準について  

法４条１項によれば、保護は、生活に困窮する者が、その利

用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生

活の維持のために活用することを要件として行われるとされて

いる。  

また、法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める

基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その

者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度に

おいて行うものとするとされている。  

そして、法８条１項の規定に基づいて保護の基準を定めた

「生活保護法による保護の基準」（昭和３８年４月１日厚生省

告示第１５８号。以下「保護基準」という。）が定められてい

る。保護基準の一には、生活扶助の金額については別表第１に

定めるとしている。また、保護基準は、生活扶助、住宅扶助、
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出産扶助及び葬祭扶助の基準額を定めるに当たり、地域ごとの

級地区分を定めており、保護基準の三には別表第１に係る地域

の級地区分は別表第９に定めるとしている。  

  ⑵  障害者加算  

保護基準は、別表第１生活扶助基準の中に、各種加算を位置

付けており、その１つに障害者加算を挙げている（別表第１・

第２章・２）。  

さらに、保護基準は、生活扶助、住宅扶助、出産扶助及び葬

祭扶助の基準額を定めるに当たり、地域ごとの級地区分を定め

ており、〇〇区は、級地区分において「１級地－１」に該当す

る地域であるとされ（保護基準別表第９・１・ (1)）、同地域に

おける障害者加算額は、令和２年１０月から令和３年９月まで

が１７，８７０円とされている（保護基準別表第１・第２章・

２・ (1)）。  

  ⑶  医療扶助について  

法１５条は、医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持

することのできない者に対して、診療・薬剤又は治療材料・医

学的処置、手術その他の治療並びに施術・居宅における療養上

の管理及びその療養に伴う世話その他の看護・移送の範囲内に

おいて行われることと規定している。  

    法３４条１項は、医療扶助が原則として現物給付によって行

うものとされ、同条２項は、現物給付のうち、医療の給付は、

医療保護施設を利用させ、又は医療保護施設若しくは法４９条

の規定により指定を受けた医療機関にこれを委託して行うもの

と規定している。  

    そして、地方自治法第２４５条の９第１項及び３項の規定に

よる法の処理基準である「生活保護法による医療扶助運営要領

について」（昭和３６年９月３０日社発第７２７号厚生省社会

局長通知）は、医療扶助による診察、薬剤（調剤を除く。）、
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医学的処置、手術等の診療の給付は、医療券を発行して行うも

のとされている。  

もっとも、医療券の交付に際して、被保護者本人に交付する

ことが困難な場合は、医療機関へ直接交付できるとされてお

り、緊急時の対応も図られている。  

 ２  本件各処分についての検討  

⑴   まず、本件処分通知書に記載された保護費９４，２９０円に

ついて、念のため、検証することとする。  

保護基準別表第９によると、請求人の居住している○○区は、

級地区分において「１級地－１」に該当する地域であるとされ

ている。そして、１級地－１における保護基準別表第１には、

令和２年度（令和２年１０月以降）の扶助費の算定方法が定め

られている。算定方法は以下のとおりである。基準生活費の額

は、請求人の場合、次の算式「Ａ＋Ｂ＋Ｃ」により算定される

（保護基準別表第１・第１章・１・⑵・ア）。  

Ａ  保護基準別表第１における第１類の表に定める世帯員の年

齢別の基準額②を世帯員ごとに合算した額に逓減率の表中率

②の項の掲げる世帯人員の数に応じた率を乗じて得た額及び

第２類の表に定める基準額②の合計額（ただし、当該合計額

が、第１類の表に定める世帯員の年齢別の基準額①を世帯員

ごとに合算した額に逓減率の表中率①の項に掲げる世帯人員

の数に応じた率を乗じて得た額及び第２類の表に定める基準

額①の合計額（以下「合計額①」という。）に０．８５５を

乗じて得た額より少ない場合は、合計額①に０．８５５を乗

じて得た額とする。）  

Ｂ  保護基準別表第１における経過的加算額（月額）の表に定

める世帯人員の数に応じた世帯員の年齢別の加算額を世帯員

ごとに合算した額  

Ｃ  第２類の表に定める地区別冬季加算額  
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  ⑵  このことにつき本件処分については、支給額の算定は、生活

扶助の項目の基準生活費及び障害者加算について見ると、以下

のとおりである。  

   ア  Ａについて  

保護基準が定める年齢別、世帯構成別、所在地域別などの

区分（請求人の場合、２０～４０歳・１人世帯・１級地―１

の各区分に該当する。）に当てはめると、請求人の年齢は○

○歳であるので第１類の表に定める世帯員の年齢別の基準額

②は、４７，４２０円となり、逓減率の表中率②の項の掲げ

る世帯人員の数に応じた率は世帯人員が１人であるので１．

０となる。第２類の表に定める基準額②の合計額は、２８，

８９０円であるので、４７，４２０円×１．０と２８，８９０

円との合計額が７６，３１０円となる。  

括弧内のただし書について、第１類の表に定める世帯員の

年齢別の基準額①を世帯員ごとに合算した額は、４２，０２

０円となり、逓減率の表中率①の項に掲げる世帯員の数に応

じた率は１．０である。第２類の表に定める基準額①の合計

額は４５，３２０円となるので、４２，０２０円×１．０と４

５，３２０円との合計額は、８７，３４０円（合計額①）と

なる。合計額①に０．８５５を乗じて得た額は７４，６７５．

７円となる。  

前者である７６，３１０円が、合計額①に０．８５５を乗

じて得た７４，６７５．７円より少ない場合に該当しないた

め、７６，３１０円がＡの金額となる。  

   イ  Ｂについて  

経過的加算額（月額）の表に定める世帯人員の数に応じた

世帯員の年齢別の加算額は１１０円であり、この金額がＢと

なる。  

   ウ  Ｃについて  
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     本件各処分は６月から８月までの処分であり、Ｃの地区別

冬季加算額は適用されない。  

   エ  障害者加算について  

さらに、請求人は、国民年金法施行令別表（昭和３４年政

令第１８４号）に定める２級に該当する障害のある者である

ため、障害者加算として、１７，８７０円（居宅）を加える。  

   オ  小括  

     したがって、７６，３１０円（Ａ）に経過的加算である１

１０円（Ｂ）と障害者加算の１７，８７０円を加えた合計額

９４，２９０円が請求人に支給される扶助費となる。  

⑶  これを本件処分１についてみると、保護開始日が令和３年６

月２８日であることから、同年６月分は日割計算を行い、９，

４２９円となる（９４，２９０円÷３０日×３日分）。また、本

件処分２及び本件処分３については、上記⑵のとおり、９４，

２９０円となる。  

以上によれば、本件各処分は、上記１の法令等の定めに則っ

て適正に行われたものと認められ、また、違算も認められない

から、違法又は不法な点は認められない。  

 ３  請求人の主張についての検討  

   請求人は上記第３のとおり主張する。しかし、処分庁が障害年

金の収入認定を行った時期は、本件各処分後の令和２年８月であ

ることから、本件各処分の違法性又は不当性の判断において何ら

関係のないものであって、本件各処分に違法又は不当な点は認め

られないことは上記２で述べたとおりである。  

なお、請求人は医療扶助についても不服を述べているが、上記

１・⑵で述べたとおり、原則として、医療券を発行して行うもの

とされており、本件各処分の取消しを求める理由とはならない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件各処分に違法又は不当な点は認められない。  
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以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  


